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今世紀に入って, 高等教育は, 社会的に大きな変革が要請され, 激動の時代を迎えている｡ そのような

状況の下で, 実際に, さまざまな改革が試行錯誤的に実行されてきているが, それらの試みは, 大学自身

の向上を目指すのみならず, これからの時代においては, 社会的に, また, 国際的にも, 高等教育の質を

保証するものでなければならない｡ 大学評価・学位授与機構 (以下, 機構) に課せられている, 学位授与

と大学評価の二つの事業は, まさに, 高等教育の ｢質｣ を社会に保証する機能をもつものでもあり, その

意味で, 機構の担うこれらの事業は, 高等教育の改革において, ますます重要な意義をもつようになって

きている｡

今年度より, 機構は, 独立行政法人として新たな出発をした｡ 引き続き, 新機構は, 学位授与事業, 大

学評価事業, および, それらに関わる研究活動等を通じて, ｢高等教育の発展に資すること｣ をその使命

とする｡ 特に, 変化が急激かつ広範にわたる現代においては, 大学は手探りで改革に臨まざるを得ない状

況にあり, 高等教育全体の発展を見据えた適切な学位授与と大学評価を実現するためにも, 機構における

研究活動の充実に寄せられる期待は大きい｡

機構は, 学位授与と大学評価という, 一見, 性格の異なった事業を課せられているとみられる向きもあ

るが, 高等教育という枠組みのなかで, ｢学位｣ は ｢教育｣ の成果として定められていくべきものであり,

その ｢教育｣ は高等教育機関の ｢評価｣ 活動によって ｢改善｣ と ｢質の保証｣ がもたらされる｡ その意味

で, この二つの事業は互いに非常に密接かつ有機的な関係にあると考えることができる｡ さらに, 大学の

最も重要な機能の一つである ｢研究｣ 活動が, 大学の ｢教育｣ によって下支えされていることは改めて言

うまでもない｡ このように, 高等教育に含まれる諸要素は, 互いに有機的な関係をもっており, 研究的ア

プローチとしても, 学位授与や大学評価という事業に直接関わる研究に偏することなく, 高等教育全体の

広い視野の下に基礎的・統合的な研究を積み重ねていくことが必要であると考えられる｡

機構では, 昨年度まで, 研究の成果を, ｢学位研究 (18号)｣ と ｢大学評価 (３号)｣ という二つの研究

紀要に発表してきた｡ しかし, 以上のように, 学位と大学評価, また, その対象となる高等教育の諸活動,

さらに, 高等教育そのものの理念をも含めて, 統合的にアプローチする研究の重要性に鑑み, また, 機構

が独立行政法人として出発するこの機を捉えて, 本年度から, ｢大学評価・学位研究｣ という統一的な学

術誌として衣替えして刊行することとした｡ この新しい研究領域では, まだ十分に発表媒体が整えられて

いる段階ではないという状況もあり, ｢大学評価・学位研究｣ は単なる機構の研究成果の発表の場という

性格に止めるのではなく, 巻末の ｢投稿要領｣ をお読みいただければ御理解頂けるように, 広く全国から

自由に投稿して頂くことによって, 厚みをもった研究成果の蓄積を目指すとともに, 学術誌として, しっ

かりとした査読体制を整備して, 本領域における質の高い研究成果の蓄積と共有をも図っていきたいと考

えている｡ また, 時宜に応じたさまざまなトピックを取りあげて特集を組んだり, 解説論文・招待論文な

どを含む多様なジャンルの論文を掲載したりすることを通して, この研究領域の広がりと活性化を図るた

めの学術誌としても発展していければと願っている｡

学位授与, 大学評価という, これからの時代における高等教育の重要な役割を果たす事業が, 真に高等

教育の発展に資するためにも, この領域に関わる多くの研究者各位にこの新しい学術誌を盛り立てて頂き,

それを通じて, 新たな学際的・総合的な学問領域の形成と発展に少しでも貢献できれば幸甚である｡
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特集 ｢教養教育の評価｣ の企画にあたって

川 口 昭 彦＊

第二次世界大戦後まもなく発足した新制大学における改革には, 二つの目的があった｡ 一つは, 少数の
高等学校が少数の大学に直結していた戦前の制度にかわって, 全国に多数の新制高校と新制大学を設置し,
能力のある者は誰でも大学教育を受けることができるという教育の機会均等を実現することであった｡ も
う一つは, それまでの大学教育の内容があまりに専門性に偏していたのを改め, 一般教養という考え方を
カリキュラムに導入することであった｡ 第一の目的は完全に達成され, 大学は十分すぎるほど大衆化して,
進学率もアメリカ合衆国に匹敵するまでになった｡ しかし, 後者については残念ながら当初の意図が実現
したとは言い難い｡ 一般教養は, 独自の意義をもつ教養教育としてよりも, むしろ専門教育への準備段階
として位置づけられた｡ そのため, 大多数の大学では教養教育の担当部局が専門学部とは区別された教養
部として設置され, 予算や教官数が専門学部と比べて非常に少なく抑えられた｡ 20世紀後半の専門教育重
視の風潮の中で, 教養教育はますます軽視される傾向が強まり, いわゆる ｢パンキョウ｣ と揶揄されてい
た｡ すなわち, わが国の大学では教養教育という考え方が根付かなかったのである｡
このような問題点が放置されていたわけでは決してない｡ 改革の議論は数えきれないくらい行われたが,

残念ながらそれは論議ばかりであった｡ この原因に一つは, 1947年から施行された大学設置基準という枠
組みがあったからである｡ この大学設置基準によれば４年間の学士課程 (学部) 教育は, 一般教育・専門
教育それぞれ２年間の２段階から構成されていた｡ 前半の２年間は, 一般教育として, 人文科学, 社会科
学, 自然科学の三領域にわたって一定数の授業科目を必修として開講し, さらに外国語, 保健体育を必修
とすることを定めていた｡ このように教育課程の編成, あるいは開講されるべき授業科目と単位数などの
｢ソフト｣ 面ばかりではなく, 大学設置基準は学生１人あたりの校舎面積, 教官・学生比率, 学生１人当
たりの図書冊数など, いわゆる ｢ハード｣ 面についても, 細かく規定してあった｡ すなわち, 大学の自由
は事実上認められていなかったのである｡ 戦後の混乱期から新制大学が立ち上がるためには, 政府・文部
省の厳しい管理・統制あるいは保護も教育の質を維持するためには必要であったかもしれないが, それが
大学の自由な発展を妨げ, 改革への自主的な努力を制約しているとの批判は早くから大学の内外にあった｡
しかし, 驚くことに, 半世紀近くにわたって, わが国の大学は全く同じ大学設置基準によって運営されて
きたのである｡
この設置基準が, カリキュラム編成を中心とした教育の面で, 1991 (平成３) 年に改訂された｡ これが

いわゆる ｢大綱化｣ と呼ばれているものであり, それまで, 一般教育科目, 外国語科目, 保健体育科目,
専門科目と細かく明記されていた授業科目の区分がすべて削除され, ｢教育課程は, 各授業科目を必修科
目, 選択科目及び自由科目に分け, これを各年次に配当して編成するものとする｣ という一条項にまとめ
られたのである｡ この短い文章が全国の大学に ｢戦後の改革以来, 最大の改革｣ を始動させることとなっ
た｡ それは, 一般教育の改廃を軸とした学士課程教育の改革であった｡ そして, この改革の嵐は今でも続
いている｡
大学評価・学位授与機構が大学評価事業を開始するに当たって, 大綱化から10年を経過しようとしてい

た教養教育を全学テーマ別評価の一つとして取り上げることとした｡ これは, 大綱化に始まり, いくつか
提出された提言が, どのような改革に結実したのか, 個々の大学の改革の努力がどのように結実している
のかという問題を検証する目的である｡ 評価結果は, 教養教育の重要性が以前に比べてむしろ強く認識さ
れてきていることを示している｡ 社会が高度化・複雑化する中で, 社会全体としても, 教養および基礎的
な学力の重要性が改めて指摘されており, 各大学において新たな教養教育の在り方を考慮した教育を推進
しようとする試みや努力が行われていることが明確になった｡
このような状況を踏まえて, この特集を企画した｡ この特集では, 評価結果全体を概観し, 教養教育が

抱える問題点を整理した｡ さらに, いくつかの大学 (以下, 五十音順に掲載) における教養教育の取組や
評価に対する対応などについてまとめた｡ この特集が, 教養教育改革の問題点や今後の方向性への示唆,
教養教育の評価方法の改善などに役立つことを願っている｡ 最後に, この特集にご執筆いただいた著者の
方々に感謝したい｡
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